研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　　　青山荘　　　　　職　種　　社会復帰指導員　　　　氏　名　山口　碧

	期　　間　　平成１８年８月１８日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　　平成１８年度第２回青森就業支援基礎講座参加の為

	出 張 先　　アピオあおもり（青森県男女共同参画センター）

	＜考察＞

　今回の研修に参加して、精神障害者を取りまく労働市場の厳しさを痛感し、支援機関だけではなく、支援者・事業所の三者が互いに歩み寄り、協力し合って初めて障害者雇用充実につながるのだと感じた。

　研修では、参加者が自分の勤務する施設の就労支援の現状について発表したが、どの施設も就労の現状は厳しいもので、青山荘と同種の某生活訓練施設では、働く意欲がない人がほとんどで、就労希望者は２名とのことだった。他の地域生活支援センターや作業所でも、受給している障害年金に満足し、働こうとしない人も多く、就労移行のステップであるはずの作業所も、精神障害者の生活リズム維持のための施設にならざるをえない現状となっていることを知った。確かに、うみねこ幸房も先ほどの作業所と同じような状態であり、現在の施設体系では無理が生じてきているのではないだろうか。だからこそ、施設種別の垣根を越えた支援が必要なのだと思う。障害者職業センターでは「就労は義務ではなく権利だから、無理に働かなくても良いと思う。」と述べていた。しかし、障害者にとって就労は、障害者であってもそうでない人と同等の権利・能力を有しているという、いわば障害者としての社会的役割を誇示する重要な手段の一つではないかと思う。その為、就労する能力を持っている人に対して、本人の「年金で充分だから働かない」との意思を尊重するだけではなく、社会的役割を与えることで生活者としての意識を持てるよう、就労への意欲を抱かせるような支援を行うのも支援者の重要な役割の一つであると感じた。また、同センターから「本人に対し、病気になったことで自分自身がどのように変わったかを支援者から指摘してもらいたい」との話があった。確かに、自分自身への気づきを指摘することも大切だが、支援者からの指摘だけでは気づきは生まれないのではないだろうか。よって、就労訓練を行って初めて自分自身の現状を実感することの方が多いはずであるため、職親の体験利用又は施設での就労訓練プログラムの早期取り組みが必要ではないかと思う。また、社会的ルールを守れないとの事業主からの指摘もあり、１つのことを継続してやり遂げる能力について、荘内プログラムやデイケアプログラムなどの日中の活動を通して訓練するなど、就労に向けた基礎的能力の育成が支援者に求められるのではないかと思った。

　現在、求人内容について労働市場と本人のミスマッチが増加している。特に、ＩＴ産業からの求人が多くなっていることから、事務系の求人が増えているとのことである。求人の動向は年々事務系へとシフトしてきており、特定の能力を求める傾向が強い。よって、若くして発病し、就労経験に乏しい若年者や長期入院に至った中高年齢精神障害者にとって、困難を極めているのだと知った。ＩＴ産業の多くは、雇用率達成のために致しかたなく障害者を雇用している企業が多く、即戦力として雇用する事業者が多いように思う。その為、事業所側も本来の業務に関する募集ではなく、発想を転換し、特定の作業能力がある人に限定されるような求人ではなく、誰でもできる仕事を掘り起こし、障害者枠の雇用としてつなげてもらいたいと思う。

　4月から障害者自立支援法が施行され、障害者を取り巻く情勢が急速に変化しつつある。特に就労移行支援事業においては各支援事業者も頭を悩ましている状態である。昨年1年間で青森県内での精神障害者の就職者は12件であり、なかなか就職がすすまないのが現状である。しかし、ハローワーク、職業センターともに公務員であることから、戦力的支援（継続支援）ができず、うまく成功しないとのことであった。そのため、支援機関にただ丸投げするのではなく、支援者も努力する必要があると感じた。

　今回の研修は、公共職業安定所との連携についてあまり見えてこなかったように思う。扱った件数が数件と少ないこともあり、もう少し連携のために必要なこと、注意してほしいことを明確に提示してもらいたかった。しかし、今回は参加施設の現状を知ることができたとともに、現在の就労の動向を把握できて大変勉強になった。

＜研修要旨＞

テーマ「精神障害者の就業支援における公共職業安定所との連携について」




  ●職業センターの就労支援について

· 就労支援のステップ

1 求職活動準備

職業評価・職業準備支援（自立支援コース）で求職活動準備を支援する

2 求職活動支援

公共職業安定所に情報提供する

求職活動に同行して求人条件のマッチングをする

事業所面接に同行する

3 職場定着支援

ジョブコーチ支援事業等で職場定着を支援する

· 現状の課題点について

①「求職活動準備」から、「求職活動支援」に移行することが難しい

　職業センターで実施している職業準備支援（自立支援コース）に12週間安定して通うことが難しく、求職活動に至らないケースが多い。このような方は「お勧め」の人として事業所に進めにくい。

②「求職活動支援」の過程で、求人条件のマッチングに難航する

　主治医意見書には

1． 短時間から時間を増やす

2． 対人面の対応が少ない仕事

　　　　が記載されているケースが多いが、労働市場では・・

　　　　　事務系

· 求人が1名の場合が多く、経験者が優遇される

· 対人技能（接客、電話応対）、PCスキルを求められる

　　　　　労務系

· 短時間の求人はあるが、給料は少なくなる

· 通勤に車が必要な立地が多い

· 作業能率や身体の健康さが問われる

●求職活動の同行方法について

· 病気をオープンにするかクローズドにするか、事前に本人と相談する

　　　病気をオープンにした方が雇用援助制度が活用でき、また事業所もメリットを活用して初めて採算ラインに乗る場合が多く、制度活用を検討するケースが多いのが現状。本人に病気開示がなぜメリットになるかを明確に説明する事は難しい

· 求人票を見て応募する求人条件を本人と相談する

　　　本人の希望と労働市場の相場が大きくずれていることが多く、求人票をたくさん見て、労働市場の相場を本人が意識できるよう支援。また、希望と現実の妥協点を本人主体で考えてもらう。

· 本人に障害者担当の公共職業安定所職員と相談する事を勧める

　　　頻繁に支援者が同行するのは難しく、本人のみで公共職業安定所を訪れる事もある。1人で求職活動することは困難な為、職業センターでは、公共職業安定所職員との相談を勧めている

· 支援者も障害者担当の公共職業安定所職員に支援のスタンスを伝える

　　　本人が公共職業安定所で求職活動を開始する際は、支援者が同行し、公共職業安定所の職員と接点を持つことが望ましい

· 障害者担当の公共職業安定所職員に求人紹介に必要な情報を整理して伝える

　　　特に「支援者の今後の役割」を提示することが大切

●支援機関の役割

· 公共職業安定所

· 職場開拓

· 事業所への斡旋

· 相談、面接

· 障害者職業センター

· 職業評価、就労までの計画立案　　　　　　・ジョブコーチの利用

· 能力改善・力試しのトレーニング　　　　　・職場の環境調整
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